
我が国におけるDX取組の現状と
今後の政策の方向性について

令和3年11月

経済産業省 商務情報政策局 情報技術利用促進課長 兼
情報産業課ソフトウェア・情報サービス戦略室長 渡辺 琢也



デジタルトランスフォーメーション（DX）について
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 DXの定義@「DX 推進指標」とそのガイダンス

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用
して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること”

 企業が環境変化に適応して競争力を維持し続けるということや、人々が本質的に求めてい
ること、すなわち、経営や製品・サービスの本質に大きな変化があるわけではない

 一方でデジタルを活用した経営の革新や全く新たな製品・サービスが競争力を決する大き
な要素となってきており、デジタルを最大限に使いこなせる企業へ生まれ変わることが必要
不可欠

 コロナ禍で本格的に動き出したデジタルの変化は元に戻らない。DXの阻害要因は古い
企業文化（固定観念）。企業文化の変革が常に生まれ、迅速に実現できる組織・体
制の整備が必要

 従来のITとデジタルトランスフォーメーションの違い従来のIT化 ＝ 一部の業務・機能のデジタル化

デジタルトランスフォーメーション ＝ 経営のやり方
製品・サービス

デジタル前提で
抜本的に見直すこと
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DX推進指標
 DX推進指標は経営・ITの両面でDXの取組状況をチェックできる自己診断指標

– 診断項目の例：データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客視点でどのような価値を創出するのか、
社内外でビジョンを共有できているか。

 自己診断結果をIPA(独立行政法人情報処理推進機構)に提出することで、全国や業界内での
位置づけの確認や、DXの先行企業との比較ができる「ベンチマーク」を提供（無償）
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DX推進指標に回答するために、経営者や事業部門、
DX部門、IT部門などの関係者が集まって議論すること
で、関係者の間での認識の共有を図り、今後の方向
性の議論を活性化

自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき
姿を目指すために次に何をするべきか、アクションについ
て議論し、実際のアクションにつなげる

毎年診断を行ってアクションの達成度合いを継続的に
評価することにより、DXを推進する取組の経年変化を
把握し、自社のDXの取組の進捗を管理する

1
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わが社はDXできている？できてない？

DXの推進に向けて何をしたらよいの？

去年に比べてわが社のDXは進んだ？

帳票2b-1

業種 6. 製造業(機器) 集計対象企業数 66 件 回答内訳
売上規模別 従業員規模数別

サマリ

定性指標 成熟度別回答分布

現在

業種順位 9 (位) 平均成熟度 1.5 DX推進の枠組み （平均成熟度 1.39 ）
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 危機感共有 1.7 1 事業部門の人材 1.1
2 トップのコミット 1.7 2 投資・予算配分 1.2
3 外部連携 1.7 2 バリューチェーンワイ 1.2

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 1.65 ）
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 2.3 1 スピード・アジリティ 1.3
2 IT資産の分析・ 1.9 2 廃棄 1.4
3 ITロードマップ 1.9 2 競争領域の特定 1.4 定量指標

回答件数が多い指標
目標 回答件数 回答割合

決算処理スピード 27 41%
業種順位 7 (位) 平均成熟度 3.2 DX推進の枠組み （平均成熟度 3.13 ） フォーキャストサイクルタイム 26 39%

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 業務プロセスのデジタル化率 26 39%
1 危機感共有 3.5 1 バリューチェーンワイ 2.9 データ鮮度 26 39%
2 トップのコミット 3.4 2 投資・予算配分 3.0 Cash Conversion Cycle 25 38%
3 事業への落とし込 3.3 3 評価制度 3.0

その他使われている指標
ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 3.29 ） 各社・事業部のIT機能重複率
トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 対売上高IT投資比率

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 3.8 1 競争領域の特定 3.0 生産ラインのIoT化比率
2 IT資産の分析・ 3.6 2 スピード・アジリティ 3.0 MAU (Monthly Active Users)
3 データ活用の人材 3.5 3 廃棄 3.2 顧客ID登録数
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作成中

全国での位置付けがわかる！
DX先行企業との比較ができる！
業界内での位置付けがわかる！

ベンチマークの活用イメージDX推進指標の活用方法

次年度の事業計画立案に活用
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「DX推進指標」の構成
 本指標は、「①DX推進のための経営のあり方、仕組みに関する指標」と、「②DXを実現する上で基

盤となるITシステムの構築に関する指標」より構成される。

キークエスチョン
（経営者が自ら回答することが望ましいもの）

サブクエスチョン
（経営者が経営幹部、事業部門、IT部門等と議論しながら回答するもの）

定性指標とし、自社
の成熟度を6段階で
回答する形式。

定量指標とし、自社
に合った指標を選択
し回答する形式。

体制
KPI
評価
投資意思決定、予算配分

推進体制
外部との連携

事業部門における人材
技術を支える人材
人材の融合

戦略とロードマップ
バリューチェーンワイド
持続力

体制
人材確保
事業部門のオーナーシップ

IT資産の分析・評価

データ活用の人材連携
プライバシー、データセキュリティ
IT投資の評価

DXによる競争力強化の到達度合い ITシステム構築の取組状況

ガバナンス・体制

ビジョン
経営トップのコミットメント
仕組み

マインドセット、企業文化

推進・サポート体制

人材育成・確保

事業への落とし込み

DX推進の枠組み（定性指標） ITシステム構築の枠組み（定性指標）

DX推進のための経営のあり方、仕組み

DX推進の取組状況（定量指標）

DXを実現する上で基盤となるITシステムの構築

ITシステム構築の取組状況（定量指標）

ビジョン実現の基盤としてのITシステムの構築

データ活用
スピード・アジリティ
全体最適

廃棄
競争領域の特定
非競争領域の標準化・共通化

ロードマップ

ITシステムに求め
られる要素

IT資産の仕分け
と
プランニング

DXの取組状況



〈委員長〉
伊藤 邦雄 一橋大学CFO教育研究センター長

〈委員〉
臼井 俊文 株式会社ファイブ・シーズ シニア・エグゼクティブ・アドバイザー
内山 悟志 株式会社アイ・ティ・アール 会長 エグゼクティブ・アナリスト
片倉 正美 EY新日本有限責任監査法人 理事長
鈴木 行生 株式会社日本ベル投資研究所 代表取締役 主席アナリスト
田口 潤 株式会社インプレス 編集主幹 兼 IT Leaders プロデューサー
松岡 剛志 一般社団法人日本CTO協会 代表理事

株式会社レクター 代表取締役CEO
山野井 聡 ガートナージャパン株式会社 リサーチ＆アドバイザリ部門

マネージングバイスプレシデント
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デジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）とは
 経済産業省と東京証券取引所が共同で、東証に上場している企業の中から、企業価値の向上

につながるDXを推進するための仕組みを社内に構築し、優れたデジタル活用の実績が表れてい
る企業を、業種ごとに毎年選定するもの。昨年までに171社を選定。
（2015年に「攻めのIT経営銘柄」として始まり、2020年に「DX銘柄」と改称。）

 好取組事例を広く波及させるとともに、DXの重要性に関する経営者の意識変革を促すことが目
的。また、投資家等にも広く知らせることで、企業DXの更なる促進を図る。

「DX銘柄」選定プロセス

対象企業：上場企業約3,700社
銘柄への応募 (「DX調査」への回答)

※2021年度は、「DX認定」に申請していることが必須

一次審査

二次審査
（記述項目をもとに選定委員会で議論）

DX銘柄
※中でも優れた企業が「DXグランプリ」

DX注目企業
デジタル×コロナ対策企業

「DX銘柄2021」選定委員会

464社

28社
（うち2社）

20社

11社
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DX銘柄2021
 各業種で、優れたDXの取組を行う28社を 「DX銘柄2021」 として選定。
 その中から、特に優れた取組を行う企業2社（日立製作所、SREホールディングス）を 「DX
グランプリ2021」 とする。

＜DXグランプリ2021＞

＜DX銘柄2021＞※DXグランプリ企業除く26社

（旧ソニー不動産）

証券
コード 法人名 業種

6501 株式会社日立製作所 電気機器
2980 SREホールディングス株式会社 不動産業

証券
コード 法人名 業種

1803 清水建設株式会社 建設業
2502 アサヒグループホールディングス株式会社 食料品
3407 旭化成株式会社 化学
4519 中外製薬株式会社 医薬品
5019 出光興産株式会社 石油・石炭製品
5108 株式会社ブリヂストン ゴム製品
5411 JFEホールディングス株式会社 鉄鋼
6301 株式会社小松製作所 機械
6701 日本電気株式会社 電気機器
7272 ヤマハ発動機株式会社 輸送用機器
7732 株式会社トプコン 精密機器
7911 凸版印刷株式会社 その他製品
9020 東日本旅客鉄道株式会社 陸運業

証券
コード 法人名 業種

9143 SGホールディングス株式会社 陸運業
9101 日本郵船株式会社 海運業
9201 日本航空株式会社 空運業
9434 ソフトバンク株式会社 情報・通信業
9830 トラスコ中山株式会社 卸売業
3382 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 小売業
8174 日本瓦斯株式会社 小売業
8308 株式会社りそなホールディングス 銀行業
8616 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 証券、商品先物取引業
8725 MS&ADインシュアランスグループホールディングス株式会社 保険業
8439 東京センチュリー株式会社 その他金融業
3491 株式会社GA technologies 不動産業
9783 株式会社ベネッセホールディングス サービス業
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【参考】DX銘柄とDX注目名柄の株価パフォーマンス
 ゴールドマン・サックス社作成「「ポストコロナ」時代におけるテレワークの在り方検討タスクフォース」抜粋

 経済産業省と日本取引所が選定した、デジタル技術を前提として、ビジネスモデル等を抜本的に変革し、新たな成
長・競争力強化につなげていく「デジタルトランスフォーメーション（DX）」に取り組む企業の株価パフォーマンス
 DXに取り組む企業姿勢を評価されている企業の株価パフォーマンスは新型コロナウイルス拡大以降堅調に推移



非上場企業向け選定の実施 ※今後実施予定

 上場企業以外の企業における選定を実施。これにより、非上場企業におけるDX-
Readyを超える企業の選定と公表が可能になる。

【募集】 【選定】 【公表】

• 中小企業のリファレンスシナリオを策定した後で、レベル感を確認しつつ選定基準を策定する。基準は、基本的にデジタルガバナン
ス・コードに基づくが、中堅企業、中小企業のレベル感を確認しつつ具体的な案を策定する。

• 選定方法は、別途検討する（公募にする、支援機関からの推薦にする、DX認定取得企業の中から有識者等が選定する等）。
選定結果についても別途検討する（DX銘柄のような形にするのか、企業選定事例集のような形にするのか等）。

• 選定企業については、優れた取組をレポーティングすると共に、ホームページ上で企業名を公表する。これにより、世の中の多くの企
業に対してDXの取組を認識してもらうと共に、選定企業がより世間から認知され、活躍されやすい土壌をつくる。

第三者委員会の場で企業を選定 ホームページ等で
選定企業名を公表

選定企業の
優れた取組を
レポーティング自薦／他薦によりエントリー

※選定方法は別途検討

7
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DX推進指標の分析結果（2020年末時点）

 DXレポート発行から2年が経過した今般、DX推進指標の自己診断に取り組み、結果
を提出した企業の中でも、95%の企業はDXにまったく取り組んでいないか、取り組み
始めた段階であり、全社的な危機感の共有や意識改革のような段階に至っていない

 先行企業と平均的な企業のDX推進状況は大きな差がある

DX推進指標自己診断結果の分析レポートより
自己診断結果提出企業の“現在”全項目平均値の分布

水面下には診断結果を
提出していない多数の企業
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DX推進指標の分析レポート(6/14公開)より

 2020年1月～12月に回答のあった350件のうち、同一企業からの重複提出や一部必
須項目が報告されていないデータを除いた305件についてIPAにて分析（2019年の分
析件数は248社）。

 2019年に比べ、全体として大幅な改善ではないものの、IT側面よりも経営側面の指標
において改善が見られ、DXについての認識が広がり、各企業において経営面から取組
が始まっている可能性。

平均・現在 平均・目標
サンプル数

全体 経営 IT 全体 経営 IT

2020年
値 1.60 1.51 1.71 3.21 3.16 3.26

305
対前年増減 +0.17 +0.21 +0.13 +0.14 +0.13 +0.13

2019年 値 1.43 1.30 1.58 3.07 3.03 3.13 248

DX推進指標分析結果

※2020年の回答企業のうち、DX認定企業について現在値の平均:2.71
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(参考)分析結果ピックアップ
先行企業の重点的な取り組みは経営視点指標の成熟度に反映か
 先行企業では現在値の平均は経営視点指標＞IT視点指標。一方で、非先行企業で

は経営視点指標＜IT視点指標。
 先行企業と非先行企業の現在値を項目ごとに比較すると2、3、4-4、6-3、7-1の差が

他の項目の差と比べて大きい。これらは全て経営視点指標。
 先行企業の重点的な取組が経営視点指標の成熟度に反映されているのではないか。

先行企業と非先行企業 現在値の平均の差

2 危機感とビジョン実
現の必要性の共有

3 経営トップの
コミットメント

4-4 投資意思決定、
予算配分 6-3 人材の融合

7-1 戦略とロードマッ
プ



あらゆるデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
あらゆるデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を全般的に経営判断に活用している
部分的なデータを分析しており、その結果を部分的に経営判断に活用している
ほとんどデータを分析していない
データを分析する必要性がないと考えている
その他
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企業のDXに対する危機感の現状
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既存ビジネスにおいて、サービス開発や業務効率化などデジタル化を推進するが、ビジネスモデル自体はこれからもあまり変わらない
現在のビジネスモデルを継続しつつ、新しいビジネスモデルも開拓する必要がある
現在のビジネスモデルを抜本的に変革する必要がある（顧客チャネル/サプライチェーンの改革など）
現在のビジネスに拘らず、全く異なる新しいビジネスを創造する必要がある

0.6 5.6 16.3 70.0 6.3 0.01.3
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デジタル化に関する取組状況 ビジネスモデルの変革の必要性の認識

経営に対するデータの活用状況

（出典）日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の取組みに関する調査2020」（2020年5月）

取組状況により「トップランナー」「セカンドランナー」
「フォロワー」に分類し、傾向を分析

自社をトップランナー（進んでいる）
と評する企業が4割程度存在 7割以上の企業は、現在のビジネスモデル継続

を前提に→ビジネスの抜本的変革は進まず

7割以上の企業が、部分的「以下」のデータ分析
→全社的なデータ活用が進まず

 自社のデジタル化に関する取組状況を「トップランナー」と評価する企業が約4割。一方で、
現在のビジネスモデルの継続を前提としている企業、部分的なデータ分析にとどまっている
企業が多く、変革への危機感の低さが垣間見える

他社と比べて、かなり進んでいる 他社と比べて、ある程度、進んでいる 他社と比べて、あまり進んでいない
他社と比べて、かなり遅れている 判断できない、分からない
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コロナ禍で起きたこととDXの本質

 緊急事態宣言（７都府県）を受けて、導入率は1ヶ月間で2.6倍と大幅に増加
→経営トップのコミットメントの下でコロナ禍を契機に、速やかに大きな変革を達成
 テレワークをはじめ社内のITインフラや就業規則等を迅速に変更してコロナ禍の環境変化

に対応できた企業と、できなかった企業の差＝押印、客先常駐、対面販売など、これま
では疑問を持たなかった企業文化の変革に踏み込むことができたかが、その分かれ目

 事業環境の変化に迅速に適応すること、その中ではITシステムのみならず企業文化
(固定観念)を変革することの重要性が明らかに

（出典）東京都, 東京都テレワーク「導入率」緊急調査結果（2020年5月）



DXレポート公表から2年して明らかになったこと
• 企業のDXは進んでいない（約9割はDX未着手・散発的な実施）
 「DX＝レガシーシステム刷新」等本質的ではない解釈を生んだ可能性

• コロナ過を踏まえたDXの本質
 DXの本質は「変化に迅速に対応し続けること」
 企業文化（固定観念）を変革すること

13

DXレポートの流れ

DXレポート
～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本
格的な展開～

2018年9月公表

DXレポート2
2020年12月公表

「レガシーシステムから脱却し、経営を変革」

「レガシー企業文化から脱却し、本質的なDXの推進へ」

各種政策ツール
DX推進指標、デジタルガバナンス・
コード、DX認定など

DXレポート2.1
2021年8月公表予定

「目指すべきデジタル産業の姿・企業の姿を具体化」

これまでは示せなかった「目指す姿」を具体化する必要性
• 既存産業の延長ではなく、新たな産業（＝デジタル産業）構造への変革
• デジタル産業の姿・企業の姿、変革の道筋を具体化
• 従来の長期スパン(約2年間)ではなく、スピード感をもって情報を発信

• デジタル産業の企業類型を詳細化する「デジタル産業指標(仮)」の策定
• 企業が変革していく道筋を具体化する「DX成功パターン」の策定
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DXレポート2 （2020年12月）：素早く変化し続けることがDXの本質

 コロナ禍により、デジタル変革は「待ったなし」の状態。レガシー企業文化から脱却し、
「素早く」変化「し続ける」能力を身に付けることが重要。

 そのためには、変革を起こせるDX人材を社内で育成・確保することが必要不可欠。

中長期的対応

短期的対応直ちに（超短期）取り組むアクション

デジタルプラットフォームの形成

DX人材の確保

産業変革のさらなる加速

DX推進状況の把握

DX戦略の策定

DX推進体制の整備

①これまでのDX政策とその結果：95%の企
業はDXにまったく取り組んでいないか、取り組み
始めた段階

②コロナ禍で明らかになったDXの本質：「素
早く」変革「し続ける」能力を身に付けること、そ
の中ではITシステムのみならず企業文化(固定
観念)を変革することが必要

③コロナ禍により高まるDXの緊急性：顧客の
変化に対応するにはデジタルは必須。ビジネスを
今変化させなければ、デジタル競争の敗者に。

DX途上企業
DXを進めたいが、散発的
な実施に留まっている

DX未着手企業
DXについて知らない

デジタル企業
レガシー企業文化
からの脱却

企業内に事業変革の体制が整い、
環境の変化に迅速に対応できる

全体の9割以上

製品・サービス活用による
事業継続・DXのファーストステップDXの認知・理解

デジタルガバナンス・コード／DX銘柄

デジタル社会基盤の形成

人材変革

産業変革の制度的支援

事業変革の環境整備

目指すデジタル社会の姿
• 社会課題の解決や新たな価値、体験の提供が迅

速になされ、安心・安全な社会が実現
• デジタルを活用してグローバルで活躍する競争力の

高い企業や、カーボンニュートラルをはじめとした世
界の持続的発展に貢献する産業が生まれる

（資料）DXレポート2
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コロナ禍を契機に企業が直ちに取り組むべきアクション

 コロナ禍でも従業員・顧客の安全を守りながら事業継続を可能とするにあたり、以下の
ようなカテゴリの市販製品・サービスの活用による対応を検討すべき

 こうしたツールの迅速かつ全社的な導入には経営トップのリーダーシップが重要。企業が
経営のリーダーシップの下、企業文化を変革していくうえでのファーストステップとなる

業務環境のオンライン化

• テレワークシステムによる執務環境のリモートワーク対
応

• オンライン会議システムによる社内外とのコミュニケー
ションのオンライン化

従業員の安全・健康管理のデジタル化

• 活動量計等を用いた現場作業員の安全・健康管
理

• 人流の可視化による安心・安全かつ効率的な労働
環境の整備

• パルス調査ツールを用いた従業員の不調・異常の早
期発見

顧客接点のデジタル化

• 電子商取引プラットフォームによるECサイトの開設
• チャットボットなどによる電話応対業務の自動化・オン

ライン化

業務プロセスのデジタル化

• OCR製品を用いた紙書類の電子化
• クラウドストレージを用いたペーパレス化
• 営業活動のデジタル化
• 各種SaaSを用いた業務のデジタル化
• RPAを用いた定型業務の自動化
• オンラインバンキングツールの導入
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DX推進に向けた短期的対応①

DX推進に向けた関係者間の共通理解の形成
– DXの推進にあたっては、経営層、事業部門、IT部門が対話を通じて同じ目線を共有し、協働してビジネス変革に向け
たコンセプトを描いていく必要がある。そのために、DXとはどういうもので、自社のビジネスにどのように役立つか、どのよ
うな進め方があるのか等、関係者間での対話の仕組みや中身について、共通理解を初めに形成することが必要

– DX推進には、経営層、事業部門やIT部門が、互いに、業務変革のアイデアを提示し、仮説検証のプロセスを推進して
いくことが求められる

– 関係者間での協働を促すためにも、アジャイルマインド（俊敏に適応し続ける精神）や、心理的安全性を確保すること
（失敗を恐れない・失敗を減点としないマインドを大切にする雰囲気づくり）が求められる

CIO/CDXOの役割・権限等の明確化
– DXの推進にあたり、経営資源の配分について経営トップと対等に対話し、デジタルを戦略的に活用する提案や施策を
リードする経営層がCIO/CDXO(Chief DX Officer)[CDO(Chief Digital Officer)を含む]

– CIO/CDXOの果たすべき役割、権限等を担うべきか明確にした上で、適切な人材が配置されるようにするべき

遠隔でのコラボレーションを可能とするインフラ整備
– 遠隔でのコラボレーションを可能とするインフラは感染防止の観点にとどまらず、地理的に離れた人材や社外の人材など多
様な人材の活用を可能にし、今後のイノベーション創出のインフラとなる可能性がある

– デジタルの活用により場所を問わずに働くことが可能となる。これを機に遠隔でのコラボレーションのあり方を議論していく
ことが必要

DX推進体制の整備
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DX推進に向けた短期的対応②

業務プロセスの再設計
– コロナ禍前の「人が作業することを前提とした業務プロセス」を、デジタルを前提とし、かつ顧客起点で見直しを行うこと
により大幅な生産性向上や新たな価値創造が期待できる

– 業務プロセスの見直しを一度実施したとしても、そこで見直しの活動を停止してしまえば業務プロセスがレガシー化し
てしまうため、業務プロセスは恒常的な見直しが求められる

– 業務プロセスの見直しにあたっては、顧客への価値創出に寄与するかという視点で見直しを行うべき

– DX推進指標を活用することで、DXの推進状況について関係者間での認識の共有や、次の段階に進めるためのアク
ションを明確化することが可能

– アクションの達成度を継続的に評価するためにもDX推進指標による診断を定期的に実施することが望ましい

DX戦略の策定

DX推進状況の把握
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DX推進に向けた中長期的対応①

– 自社の強みとは関係の薄い協調領域とビジネスの強みである競争領域を識別するとともに、協調領域におけるIT投資を
効率化・抑制し、生み出した投資余力を競争領域へと割り当てていくことが必要

– 企業は協調領域については、自前主義を排し、経営トップのリーダーシップの下、業務プロセスの標準化を進めること
でSaaSやパッケージソフトウェアを活用し、貴重なIT投資の予算や従事する人材の投入を抑制すべきである

– IT投資の効果を高めるために、業界内の他社と協調領域を形成して共通プラットフォーム化することも検討すべき

– 共通プラットフォームによって生み出される個社を超えたつながりは、社会課題の迅速な解決と、新たな価値の提供を可
能とするため、デジタル社会の重要な基盤となる

日米のソフトウェアタイプ別投資額構成
（出典）元橋一之「IT と生産性に関する日米比較」（2010年1月）

デジタルプラットフォームの形成
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DX推進に向けた中長期的対応②

変化対応力の高いITシステム構築を構築するために
– ソフトウェア開発における従来のような受発注には、本質的な困難さがあると考えられる。迅速に仮説・検証を繰り返す必
要があるSoEの領域における大規模ソフトウェア開発には、これまでの受発注形態では対応が困難な可能性が高い

– 競争領域を担うITシステムの構築においては、仮説・検証を俊敏に実施するため、アジャイルな開発体制を社内に構築
し、市場の変化をとらえながら小規模な開発を繰り返すべき

大規模なソフトウェアを受託開発する

発注 納品

 成果物の価値が明らかになるまで時間がかかる

欲しい人と作る人が分かれている

 受発注、フェージングや工程分担により「伝言ゲーム」が起きる
 本来顧客が求める価値ではなく（不十分に定義された）要

求を満たすことを目指す

作業量を見積もる

x 生産性 ＝画面数 工数？

 作業量を見積もることが困難にもかかわらず、人月単価ｘ工
数ｘ値引き（生産性向上）で売値を決めている

 ソフトウェアの価値は何によって決めるべきか？

要求をあいまいさなく定義する

 要件全体を定義することが困難であるにも関わらず、要件を
定義したこととして発注する

 価値検証を正しく行えず、現新比較など間接的な定義に依
存する

?

産業変革のさらなる加速
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DX推進に向けた中長期的対応③

ベンダー企業の事業変革
– 協調領域に関するITシステムはパッケージソフトウェアやSaaSの利用に代替されるとともに、競争領域のITシステムについ

ては経営の迅速さを最大限に引き出すためにユーザー企業で内製化されるようになると考えられるため、今後、大規模な
受託開発は減少していくものと考えられる

– こうしたユーザー企業の変化を起点として、ベンダー企業自身も変革していくことが必要である

プロジェクト
従事者数

時間軸

プロジェクト
従事者数

時間軸

運用 大規模更改 運用 仮説・検証の繰り返し
市場投入

 開発・運用共にベンダー企業側要員が
主に従事

 エンジニア需要の波が発生

 ユーザー企業内のエンジニアが従事
 エンジニア需要は平準化される

大規模ソフトウェアの受託開発 小規模ソフトウェア単位での内製

ベンダー企業要員
ユーザー企業要員

ベンダー企業が多重下請け構造の下で
エンジニア需要の波を吸収してきた

ベンダー企業の役割は労働力供給から
高スキル人材によるスポット的支援等に

シフトしていくのではないか
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DX推進に向けた中長期的対応④

ユーザー企業とベンダー企業との新たな関係
– ベンダー企業はユーザー企業との対等なパートナーシップを体現できる拠点において、ユーザー企業とアジャイルの考え
方を共有しながらチームの能力を育て（共育）、内製開発を協力して実践する（共創）べき。同時に、パートナー
シップの中で、ユーザー企業の事業を深く理解し、新たなビジネスモデルをともに検討するビジネスパートナーへと関係
を深化させていくべき

– ベンダー企業はデジタル技術における強みを核としながら、ビジネス展開に必要な様々なリソース（人材、技術、製品・
サービス）を提供する企業、業種・業界におけるデジタルプラットフォームを提供する企業や、さらにはベンダー企業とい
う枠を超えた新たな製品・サービスによって直接社会へ価値提案を行う企業へと進化していくことが期待される

アジャイル開発の形（受託から共創/共育へ）
（出典）平鍋健児、第1回研究会資料
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DX推進に向けた中長期的対応⑤

ジョブ型人事制度の拡大
– テレワーク環境下においても機能するジョブ型の雇用に移行する方向で考えるべきである

– ジョブ型雇用の考え方は、特に、DXを進めるに際して、社外を含めた多様な人材が参画してコラボレーションするような
ビジネス環境として重要なものになる

– まずはジョブ（仕事の範囲、役割、責任）を明確にし、そのうえでさらに成果の評価基準を定めることから始めることが
現実的である

DX人材の確保
– 構想力を持ち、明確なビジョンを描き、自ら組織をけん引し、実行することができるような人材が求められる

– DXの推進においては、企業が市場に対して提案する価値を現実のITシステムへと落とし込む技術者の役割が極めて
重要である。同時に、技術者のスキルの陳腐化は、DXの足かせとなることもある

– 常に新しい技術に敏感になり、学び続けるマインドセットを持つことができるよう、専門性を評価する仕組みや、リカレント
学習の仕組みを導入すべき

– 副業・兼業を行いやすくし、人材流動や、社員が多様な価値観と触れる環境を整えることも重要

DX人材の確保
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既存産業の業界構造における課題 ～ユーザー企業とベンダー企業の相互依存関係～

23

 既存産業の業界構造は、ユーザー企業は委託による「コストの削減」を、ベンダー企業
は受託による「低リスク・長期安定ビジネスの享受」というWin-Winの関係にも見える。

 しかし、両者はデジタル時代において必要な能力を獲得できず、デジタル競争を勝ち抜い
ていくことが困難な「低位安定」の関係に固定されてしまっている。

低位安定

デジタル競争の敗者

ユーザー企業
（DX未着手・
DX途上企業）

ベンダー企業

デジタル産業

ITはコスト。ITベンダーを競争させ、
委託することでコストを削減

労働量に対する対価として値付け、
低リスクのビジネスを享受

• ベンダー任せにすることでIT対応能力が育たない
• ITシステムがブラックボックス化。
• ベンダーロックインにより経営のアジリティが低下
• 顧客への迅速な価値提案ができない

• 低い利益水準→多重下請け構造、売り上げ総量
の確保が必要

• 労働量が下がるため生産性向上のインセンティブ
働かず、低利益率のため技術開発投資が困難

• “デジタル”の提案ができない

デジタル競争の敗者

新たな価値の創出

• ユーザー・ベンダーという区別はない
• 各企業がそれぞれのデジタルケイパ

ビリティを磨き、市場で売買しつつ、
新たな価値を創出する中で成長し
ていく

正のスパイラル



A業界 B業界

大企業

中小零細

既
存
産
業
の
業
界
構
造
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 デジタル産業は、ソフトウェアやインターネットにより、グローバルにスケール可能で労働
量によらない特性にあり、資本の大小や中央・地方の別なく、価値創出に参画できる。

 市場との対話の中で迅速に変化する必要性や、1社で対応できない多様な価値を結び
つける必要性から、固定的ではないネットワーク型の構造となる。

大企業
中小零細企業
新興ベンチャー

凡例

業界新ビジネス・サービスの
提供の主体

P/F P/F P/F

P/F

機能
（Value Chain）

共通プラットフォームの
提供主体

デ
ジ
タ
ル
産
業
の
業
界
構
造

3

4

DXに必要な技術を
提供するパートナー2DX

企業の変革を共に
推進するパートナー １ 伴走 伴走

目指すデジタル産業の業界構造
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デジタル産業の企業類型

 デジタル産業を構成する企業は、その特色を踏まえて４つに類型化できる。

デジタル産業の企業類型

①
企業の変革を共に
推進するパートナー

• 新たなビジネス・モデルを顧客とともに形成
• DXの実践により得られた企業変革に必要な知見や技術の共有
• レガシー刷新を含めたDXに向けた変革の支援

②
DXに必要な技術を
提供するパートナー

• トップノッチ技術者（最先端のIT 技術など、特定ドメインに深い経験・ノウハウ・技
術を有する）の供給

• デジタルの方向性、DXの専門家として、技術や外部リソースの組合せの提案

③
共通プラットフォームの

提供主体

• 中小企業を含めた業界ごとの協調領域を担う共通プラットフォームのサービス化
• 高度なIT 技術（システムの構築技術・構築プロセス）や人材を核にしたサービス

化・エコシステム形成

④
新ビジネス・サービスの

提供主体
• IT の強みを核としつつ、新ビジネス・サービスの提供を通して社会への新たな価値

提供を行う主体
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今後の政策の方向性 ～デジタル産業指標（仮）とDX成功パターンの策定～

 今後の政策の方向性としては、デジタル産業の企業への変革を加速化していく
 企業がデジタル産業で活躍できるまでの変革の道筋を”DX成功パターン”として編纂する

 デジタル産業の企業（類型①～④）を評価する”デジタル産業指標(仮)” を定義する

低位安定ユーザー企業 ベンダー企業

デジタル産業

変革の道筋  パターンとして事例を抽象化
し、企業が再利用しやすい
形でとりまとめる

DX成功パターン

DX成功パターン

DX推進指標

類
型
①

類
型
②

類
型
③

類
型
④

デジタル産業指標(仮)

 デジタル産業指標の4類型そ
れぞれについて指標を策定

 DX推進指標の2階部分とし
て位置付ける

デジタル産業指標(仮)
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デジタル人材育成政策の全体像

 デジタル人材像を再定義した上で、経済を引っ張っていくトップ人材等の育成の拡充と、
ミドル人材のスキル転換、リテラシーの向上、海外人材の確保等を進めていくことが必要。

トップ人材の育成
 未踏事業・セキュリティキャンプの実施
 産業系サイバーセキュリティ推進センターの創設
 IPAデジタルアーキテクチャデザインセンターとの連携

ハイエンド

ミドルスキル

リテラシー

ミドル人材のスキル転換
 ITスキル標準（ITSS、ITSS+）の再整備
 第四次産業革命スキル習得講座認定制度の運用・拡充
 情報処理技術者試験・情報処理安全確保支援士

ITリテラシーの向上
 ITパスポート試験の拡充
 巣ごもりDXステップ講座情報ナビ
 数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度

海外人材の確保
 情報処理技術者試験との相互認証・

「アジア共通統一試験」の実施
 ジョブフェアの実施

実践的なデジタル人材の育成
 AI Quest（課題解決型AI人材育成事業）の実施

デジタル人材
育成プラット
フォームの構築



ITスキル標準（ITSS）について
ITスキル標準とは

情報サービスの提供に必要な実務能力を明確化、
体系化した指標。産学におけるITプロフェッ
ショナルの教育訓練等に有用な共通枠組を提供。

ITスキル標準の特徴
○職種を11に分類し、さらに35専門分野に細分化
○個人の能力や実績に基づく７段階のレベルを規定
○レベルは、「経験と実績」の達成度指標で評価

職種 マーケティング セールス コンサルタント ＩＴアーキテクト プロジェクト
マネジメント ＩＴスペシャリスト アプリケーション

スペシャリスト
ソフトウェア

デベロップメント カスタマサービ ス ＩＴサービスマネジメント エデュケーション

専門分野
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レベル７

レベル６

レベル５

レベル４

レベル３

レベル２

レベル１

共通レベル定義

レベル７
社内外にまたがり、テクノロジやメソドロジ、ビジネス変革をリードするレベル。
市場への影響力がある先進的なサービスやプロダクトの創出をリードした経験と実績を持つ世界で通用するプレーヤ。

レベル６
社内外にまたがり、テクノロジやメソドロジ、ビジネス変革をリードするレベル。
社内だけでなく市場から見ても、プロフェッショナルとして認められる経験と実績を持つ国内のハイエンドプレーヤ。

レベル５
社内において、テクノロジやメソドロジ、ビジネス変革をリードするレベル。
社内で認められるハイエンドプレーヤ。

レベル４
一つまたは複数の専門を獲得したプロフェッショナルとして、専門スキルを駆使し、業務上の課題の発見と解決をリード
するレベル。 プロフェッショナルとして求められる、経験の知識化とその応用（後進育成）に貢献する。

レベル３
要求された作業を全て独力で遂行するレベル。
専門を持つプロフェッショナルを目指し、必要となる応用的知識・技能を有する。

レベル２
要求された作業について、上位者の指導の下、その一部を独力で遂行するレベル。
プロフェッショナルに向けて必要となる基本的知識・技能を有する。

レベル１
要求された作業について、上位者の指導を受けて遂行するレベル。 プロフ
ェッショナルに向けて必要となる基本的知識・技能を有する。
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【セキュリティ領域】（2017年４月公開、2020年9月改訂） 【データサイエンス領域】（2017年4月公開、2019年10月改訂）

【アジャイル領域】（2018年4月公開、2020年2月改訂） 【IoTソリューション領域】（2018年４月公開）

企業のセキュリティ対策に必要となるセキュリティ関連業務のまとまりを17 分野
に整理。「サイバーセキュリティ体制構築・人材確保の手引き」で新たに公表。

企業等の業務において大量データを分析し、その分析結果を活用するための
一連のタスクとそのために習得しておくべきスキルを取りまとめ。

アジャイル開発そのものに関する的確な理解が十分普及していないという問題
意識から、アジャイル開発のベースにあるマインドセットや原則、アジャイル開発
プロセスやチームの特徴、および開発者の学ぶべきスキルについて説明。

主にITベンダーとして必要な技術要素や、開発プロセス等に焦点を当て、IoTソ
リューション開発でのロール（役割）定義や、各ロールにおけるタスクの特徴など
について説明。

＜セキュリティ関連タスクを担う分野の概観図＞ ＜分野とセキュリティ関連タスク等との対応＞ ＜タスクリスト＞ －2017年4月公開－ ＜スキルチェックリスト(第2版)＞ -2017年10月公開
タスク大

分類
タスク中分類 タスク小分類 No 評価項目

データサ
イエンス

分析プロジェクトの立ち上
げと組み込み後の業務設計

前提条件の明確化 1 分析プロジェクト（データサイエンスを活用し、課題解決を行う一連の取組）のステークホルダーを明らかにする

2 分析プロジェクトの背景や問題意識を踏まえて目的とゴールを明らかにし、ステークホルダー間で共有する

目標の明確化 3 分析プロジェクトの目標を設定する

4 分析プロジェクトの目標と評価方法を具体化し、定量的な成功基準を設定するとともに、成功基準の判定時期・判定者を決
定する

推進体制設計 5 分析プロジェクトの難易度に応じ、実施体制と役割分担を、メンバーの個々のデータ分析スキル、チームの総合的なバラン
スを考慮し、決定する

6 分析プロジェクトの実施計画を作成する

7 分析プロジェクトに必要なコストと分析プロジェクトの実施によって得られる利益（コスト削減効果を含む）を算出する

8 分析プロジェクトの実現性について評価・検討する

計画の承認 9 分析プロジェクトの実施計画について、ステークホルダーに説明し、必要に応じて調整を行って合意を形成する

10 分析プロジェクトの実施計画について、ステークホルダーの承認を得る

環境整備 11 分析プロジェクトに必要なハードウェア環境を設計・整備する

12 分析プロジェクトに必要な通信環境を設計・整備する

13 分析プロジェクトに必要なソフトウェア環境を設計・整備する

14 不必要な情報の漏れがないように暗号化を行い、防御態勢を解析開始前に整える

組み込み後の業務設計 15 データ分析結果を利用・適用する対象業務のプロセス等を把握/設計する

16 取扱データ別にデータの利活用及び開示のガイドラインと管理・アクセス方法をステークホルダー間で設定する

17 対象業務の運用体制や運用方法を決定する

18 対象業務の目的や目標を確認し、モニタリング方針・方法やモニタリング時のKPIを決定する

データの作成と収集 データ分析設計 19 データの収集方法、加工方法、分割・統合、蓄積・保存方法等の処理プロセスを決定する

20 対象業務に必要となるデータの種類と対象業務の目的に合ったデータ分析手法及びモデル要件（安定性・頑健性、監査性、
保守性など）を検討する

スキルチェックリスト 2017年 改訂版 ＜データサイエンス力＞
▼ 他分野寄りのスキル 

NO
Sub
No

スキルカテゴリ スキルレベル サブカテゴリ チェック項目 BZ DE
必須

スキル

12 12 統計数理基礎 ★ 統計数理基礎 ５つ以上の代表的な確率分布を説明できる ◯

13 13 統計数理基礎 ★ 統計数理基礎
二項分布の事象もサンプル数が増えていくと中心極限定理により正規分布に近似さ
れることを知っている

◯

14 14 統計数理基礎 ★ 統計数理基礎 変数が量的、質的どちらの場合の関係の強さも算出できる ◯

15 15 統計数理基礎 ★ 統計数理基礎 ベイズの定理を説明できる ◯

16 16 統計数理基礎 ★★ 統計数理基礎
ベイズ統計と頻度論による従来の統計との違いを、尤度、事前確率、事後確率など
の用語を用いて説明できる

17 1 予測 ★ 予測 単回帰分析について最小二乗法、回帰係数、標準誤差の説明ができる ◯

18 2 予測 ★★ 予測 重回帰分析において偏回帰係数と標準偏回帰係数、重相関係数について説明できる ◯

19 3 予測 ★★ 予測 重回帰や判別を実行する際に変数選択手法の特徴を理解し、適用できる

20 4 予測 ★★ 予測
ニューラルネットワークの基本的な考え方を理解し、出力される「ダイアグラム」
の入力層、隠れ層、出力層の概要を説明できる

21 5 予測 ★★ 予測
重回帰分析において多重共線性の対応ができ、適切に変数を評価・除去して予測モ
デルが構築できる

◯

22 6 予測 ★★ 予測
決定木分析においてCHAID、C5.0などのデータ分割のアルゴリズムの特徴を理解
し、適切な方式を選定できる

23 7 予測 ★★ 予測
線形回帰分析が量的な変数を予測するのに対して、ロジスティック回帰分析は何を
予測する手法か（発生確率予測など）を説明でき、実際に使用できる

＜アジャイル開発のすすめ方＞

13

役割（ロール）の特徴（スクラムの例）

スクラムで決められている役割（ロール）は、「プロダクトオーナー」「開発チーム」「スクラムマスター」の3種類です。
これら全体を「スクラムチーム」と呼び、3つの役割が協調することで、大きな効果を創出します。

開発チームは、プロダクトの開発プロセス全体に責任を負い、開発プロセスを通して完全に自律的である必要が
あります。スクラムではこの自律したチームのことを「自己組織化された」チームと呼びます。チームがプロダクトを開発
するために必要なスキルをすべて備えている必要があります。従来型開発では、特定の専門性をもったメンバーが
役割分担して開発することが一般的でしたが、スクラムの開発チームは、一人が複数のタスクを担う多能工である
必要があります。

All Rights Reserved Copyright© IPA 2018

ステークホルダー
（利害関係者） スクラムチーム

開発チーム

スクラムマスター

プロダクト
オーナー

社内
（営業部門、事業責任者等）

社外
（顧客やユーザー）

17

アジャイル開発チームのもつべきスキル

• アジャイル開発へとパラダイムシフトする際の最も重要
な側面の1つは、開発チームの役割の違いを理解す
ることです。

• アジャイル開発におけるチームの特徴は機能横断
（クロスファンクション）型のチーム体制です。チーム
がプロダクトのライフサイクル（設計、ビルド、テスト、デ
プロイ、実行）を通じて完全に自律的であるためには、
チームとしてバランスのとれたスキルセットを備えること
が必要です。チームメンバーは仕事をこなすための深
い開発スキルを持つと同時に、チームとしてパフォーマ
ンスを最大化するためのスキルが必要です。

• アジャイル開発に必要な全てのスキル・知識を持つ人
材を育てることは必須の条件ではありません。一人の
個人だけでは、スキル領域ごとのレベルに凸凹があり
ますが、その凸凹をチームとして埋めていきます。一人
の個人だけでは不足している知識・スキルを、チームと
して補っていくのです。

All Rights Reserved Copyright© IPA 2018

メンバーA メンバーB メンバーC

チーム

メンバーのスキルの凸凹を、
チームとして埋める。

・・・

・・・

※（一社）データサイエンティスト協会との協業により策定

ロール（役割） IoTソリューションにおけるタスクの特徴

1 ビジネスストラテジスト

 製品やサービスのデザイン（設計）からプロダクション（製造やサービス構築）、オペレーション
（配送設置と実運用）の全般にわたり、繋がっていないところを繋げることによるビジネスメリット
と、それによって得られるデータの活用やデータ活用を通じた新たなビジネスモデルの構築を提言
する。

 市場環境や構築するビジネスモデルの戦略、自社の強みやリソース状況を把握した上での、外
部パートナーとのアライアンスを通じて、座組とビジネスモデル構築を推進する。

2 アーキテクト

 現在要求されているビジネス要件と制約を基に採用する技術と要件や制約への適合度、組み
合わせの整合性だけでなく、将来性といった視点を基に、利用可能な物質的・人的リソースによ
る実現性を設計する。

 解決すべき課題に対して実装すべき機能を、現有リソースを鑑みてエッジ・デバイス、ネットワーク、
アプリケーションに適切に振り分ける。

 システムアーキテクチャ／データベース／ネットワーク／デバイス／センサ／IoTプラットフォーム活
用など、システム化機能の整理とシステム方式の検討をする。

3 データサイエンティスト
 収集する構造･非構造のIoTデータを分析可能な形に加工･クレンジングする。また、様々な統

計分析手法、モデリングやシミュレーションを駆使して成果につながるビジネスモデルへのフィード
バックや業務改善のための示唆を提言する。

ロール（役割） IoTソリューションにおけるタスクの特徴

4 セキュリティエンジニア

 システム全体の一貫したセキュリティ対策を設計、実装する。
 対策は、データの機密性、可用性、完全性のみならず、セーフティの担保、プライバシーの保護

といった観点や、サービスの開始から終了及びデバイスの出荷から廃棄、再利用までのプロダクト
ライフサイクル全体を踏まえた観点から考慮する。

 また、サービスの運用、監視に関する業務設計を行い、インシデント発生時には適切な対応を
行う。

5 プロジェクトマネージャ

 プロジェクトマネージャは顧客・ユーザの要望を理解した上でアイディアを提案・計画、構築、実
行、計測するという仮説検証のサイクルを継続的に実施し、IoTシステム・製品のリリースに向
かってチームをリードする。また、納入物・サービスとその要求品質・コスト・納期（QCD）を推進
する。

 クラウド、ネットワーク、現場で稼働する設備機器や通信デバイスまで多岐に渡る分野のステー
クホルダーの統率・調整及びシステム設計、開発、構築、デバイス調達の管理・統制を実行す
る。

6 ネットワーク
スペシャリスト

 プロジェクト初期の検証段階におけるリーズナブルで技術・ビジネス双方の面から検証可能な
ネットワーク構成から、事業化段階における本格的なトラフィックを見越した構成を、デバイスの
数や設置場所といった物理的な制約や、対クラウドやデバイス間通信といった通信対象機器と
いう条件を基に有線や無線といったプロトコル選定と実装を行う。

＜IoTソリューション領域の各役割が担うタスクの特徴＞＜役割とプロセス＞

区分 分野名 セキュリティ関連タスクの例 担当部署／機能の例（青字は社外ベンダー等）
デジタル IT経営（CIO/CDO） 
セキュリティ セキュリティ経営（CISO）
その他 企業経営（取締役）

システム監査 システム監査、報告・助言 等
監査部門
ITベンダー・監査法人（システム監査サービス）

デジタルシステムストラテジー
デジタル事業戦略立案、システム企画、要件定義・仕様書作成、プロジェ
クトマネジメント 等

経営企画部門、IT企画部門、IT・デジタル部門の企画機能
IT/セキュリティコンサルタント

セキュリティ監査 セキュリティ監査、報告・助言 等
監査部門
セキュリティベンダー・監査法人（セキュリティ監査サービ
ス）

セキュリティ統括

セキュリティ教育・普及啓発、セキュリティ関連の講義・講演、セキュリ
ティリスクアセスメント、セキュリティポリシー・ガイドラインの策定・
管理・周知、警察・官公庁等対応、社内相談対応、インシデントハンドリ
ング 等

セキュリティ専門部門、CSIRT
セキュリティ委員会
IT・デジタル部門のセキュリティ対策機能

経営リスクマネジメント
経営リスクマネジメント、BCP／危機管理対応、サイバーセキュリティ保
険検討、記者・広報対応、施設管理・物理セキュリティ、内部犯行対策 等

総務部門（リスク管理部門を含む）
経営企画部署、総務部署等のリスクマネジメント機能

法務 デジタル関連法令対応、コンプライアンス対応、契約管理 等 法務部門、総務部門の法務担当

事業ドメイン（戦略・企画・調達）
事業特有のリスクの洗い出し、事業特性に応じたセキュリティ対応、サプ
ライチェーン管理 等

事業部門の企画機能
事業戦略コンサルタント

デジタルシステムアーキテクチャ
セキュアシステム要件定義、セキュアシステムアーキテクチャ設計、セ
キュアソフトウェア方式設計、テスト計画 等

IT・デジタル部門の設計機能、IT子会社
IT/OTベンダー

デジタルプロダクト開発
基本設計、詳細設計、セキュアプログラミング、テスト・品質保証、パッ
チ開発 等

IT・デジタル部門の開発・保守機能、IT子会社
IT/OTベンダー

デジタルプロダクト運用
構成管理、運用設定、利用者管理、サポート・ヘルプデスク、脆弱性対
策・対応、インシデントレスポンス 等

IT・デジタル部門の運用機能、IT子会社
IT/OT/セキュリティベンダー

脆弱性診断・ペネトレーションテスト 脆弱性診断、ペネトレーションテスト 等
IT・デジタル部門の運用機能、IT子会社
セキュリティベンダー（脆弱性診断サービス）

セキュリティ監視・運用
セキュリティ製品・サービスの導入・運用、セキュリティ監視・検知・対
応、インシデントレスポンス、連絡受付 等

IT・デジタル部門の運用機能、IT子会社
セキュリティベンダー（セキュリティ監視・運用サービス）

セキュリティ調査分析・研究開発
サイバー攻撃捜査、原因究明・フォレンジック、マルウェア解析、脅威・
脆弱性情報の収集・分析・活用、セキュリティ理論・技術の研究開発、セ
キュリティ市場動向調査 等

CSIRT/IT・デジタル部門のリサーチ機能、IT子会社
セキュリティベンダー（デジタルフォレンジックサービス）

その他 事業ドメイン（生産現場・事業所管理）現場教育・管理、設備管理・保全、QC活動、初動対応 等
運転、保全、計装、品質管理関連部署、PSIRT
OT/セキュリティベンダー

デジタル

セキュリティ

実
務
者
・
技
術
者
層

経
営
層

セキュリティ意識啓発、対策方針の指示、セキュリティポリシー・予算・
対策実施事項の承認 等

経営者、経営層（CISOを含む）

デジタル

セキュリティ

その他

戦
略
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
層

ITSS+（プラス）
 ITSS+は、第四次産業革命に向けて求められる新たな領域の“学び直し”の指針として、従来の

ITスキル標準が対象としていない領域を策定。
 従来のITSSが対象としていた情報サービスの提供やユーザ企業の情報システム部門の従事者の

スキル強化を図る取組みに活用されることを想定。

29



30

情報処理技術者試験

（ウェブサイト）https://www.jitec.ipa.go.jp/

 昭和44年から現在まで続く、IT分野唯一の国家試験。試験区分や出題内容は時代に合わせて見直しを
続けている。累計応募者数2,087万人、合格者数295万人。

 ITを利活用する全ての社会人を対象とした「ITパスポート試験」から、高度な知識・技能を証明する分野別
の高度試験まで、13区分にわたる試験を提供。
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第四次産業革命スキル習得講座認定制度（概要）
 ＩＴ・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野において、社

会人が高度な 専門性を身に付けキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓練講座を経
済産業大臣が認定する。

■講座の要件
 育成する職業、能力・スキル、訓練の内容を公表
 必要な実務知識、技術、技能を公表
 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講座 がカリ

キュラムの半分以上
 審査、試験等により訓練の成果を評価
 社会人が受けやすい工夫（e-ラーニング等）
 事後評価の仕組みを構築 等

■実施機関の要件
 継続的・安定的に遂行できること（講座の実績・財務状 況等）
 組織体制や設備、講師等を有すること
 欠格要件等に該当しないこと 等

 適用の日から３年間
■認定の期間

■厚⽣労働省の教育訓練⽀援制度との連携
 経済産業⼤⾂が認定した講座のうち、厚⽣労働省が定める⼀定の基準を満たし、専⾨ 実践教育訓練として厚⽣労働⼤⾂の指定を受けた

講座については、以下の制度を利⽤可能。
受講者 企業

専⾨実践教育訓練給付⾦の⽀給 ⼈材開発⽀援助成⾦の⽀給

• ⼈材開発⽀援助成⾦特定訓練コース
経費助成︓45％（30％）
賃⾦助成︓760円（380円）

1⼈1時間あたり
※括弧内は、中⼩企業以外の助成額・助成率

• 受講費⽤の50％（上限年間40万円）が6か⽉ ごと
に⽀給。

• さらに受講を修了した後、1年以内に雇⽤保険の 被保
険者として雇⽤された⼜は引き続き雇⽤され
ている場合には、受講費⽤の20％（上限年間16 万
円）を追加で⽀給。

給付の内容 助成額／助成率

※上記給付⾦、助成⾦には様々な受給要件があるため、詳しくは厚⽣労働省のHP等を参照されたい。
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認定状況と認定講座の事例

 現在120講座を認定（令和3年10⽉1日時点）

スキルアップAI㈱ 現場で使える機械学習/ 
ディープラーニング講座 ＡＩ

【講座の概要】重要なアルゴリズムを体系的に学び、現場です
ぐに実践できる汎⽤性のある実装スキルを⾝につける。
【実施⽅法】平⽇昼間、平⽇夜間、⼟⽇
※別コースでオンライン講座も有り
【訓練期間／時間】12⽇間／92時間
【訓練施設所在地】東京都千代⽥区、⼤阪府⼤阪市、愛
知県名古屋市
【習得できるスキル】Python/ライブラリ/数学知識/機械学習
のアルゴリズム理解、構築/
ビジネスデータを⽤いた実装
スキル/フレームワークにとどま
らない⾔語レベルの実装⼒

分野 認定講座数
クラウド 12講座
IoT 3講座
AI 58講座
データサイエンス 27講座
セキュリティ 13講座
ネットワーク 1講座
自動車モデルベース開発 2講座
生産システム設計 3講座
自動運転 1講座

＜各地域で受講できる認定講座の事例＞

ヒートウェーブ㈱ サイバーセキュリティ
技術者育成コース セキュリティ

【講座の概要】サイバーセキュリティ技術を習得するための実
践的な⾼度技術を基礎から体系的に学習する。
【実施⽅法】平⽇昼間、平⽇夜間、eラーニング
【訓練期間／時間】78⽇間／468時間
【訓練施設所在地】東京都新宿区、オンライン
【習得できるスキル】コンピューター・ネットワークの基本技術/  
WindowsServer・Linuxの
知識・操作⽅法/ネットワーク
セキュリティ・クラッキング⼿法/
ログ解析・ディスク解析・マルウ
ェア解析/インシデント発⽣時
の原因分析 等

㈱データミックス データサイエンティスト育成コース
パートタイムプログラム

データ
サイエンス

【講座の概要】データ分析職に求められる⾼度な統計学や
機械学習の理論とスキルを体系⽴てて理解し、ビジネス課
題に適⽤できる⼈材の育成を⽬指す。
【実施⽅法】平⽇夜間、⼟⽇、eラーニング
【訓練期間／時間】210⽇間／69時間
【訓練施設所在地】東京都千代⽥区、⼤阪府⼤阪市、
福岡県福岡市、オンライン
【習得できるスキル】統計学、機械学習の知識・実務で使
いこなすためのスキル/ Python
・Rプログラミング/SQL・データ
ベースの知識/ビジネス課題を
分析の課題へと翻訳するスキル
・ロジカルシンキング

㈱北海道ｿﾌﾄｳｪｱ
技術開発機構 ＡＩエンジニア講座 ＡＩ

【講座の概要】AIの基礎知識や活⽤事例をふまえ、画像認
識、⾃然⾔語処理、DeepLearningを含む各種AI技術を
座学およびプログラミング演習を通して学ぶ。
【実施⽅法】平⽇昼間
【訓練期間／時間】5⽇間／30時間
【訓練施設所在地】北海道札幌市
【習得できるスキル】Pythonによる各種タスクに対するAI
⼿法を⽤いたプログラム作成/
AIを必要とする課題に対して、
⽬標設定、データの選択、
⼿法選択、プログラムの作成
を実践するスキル
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巣ごもりDXステップ講座情報ナビ

経済産業省ＨＰ

学習者

…etc

協力団体
コンテンツ提供
を呼び掛け

HP,SNS,メルマガ等
広報チャネルを通じて

周知PR

 経済産業省HP内に「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」を構築。掲載するコンテンツは、
民間事業者に無償提供を呼び掛け。

 これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新たな学習を始めるきっかけを
得ていただけるよう、誰でも、無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介。

41事業者103講座を掲載
（2021年10月19日時点）
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デジタル時代にビジネスパーソンが持っておくべきデジタルリテラシーとは

（出典）デジタルリテラシー協議会ウェブサイト（https://www.dilite.jp/）掲載資料より経済産業省作成

 デジタル時代に、「デジタルを使う人材」としてのビジネスパーソンが持っておくべきデジタルリテラシーの整備
と社会実装を目指し、情報処理推進機構（ＩＰＡ）、データサイエンティスト協会、ディープラーニング協会
が連携して、本年4月に官民連携の会議体「デジタルリテラシー協議会」を設立。

 産業界において重要さが高まるIT・ソフトウェア、人工知能（AI）・ディープラーニング、数理・データサイ
エンスの領域の基礎領域から、共通リテラシー領域を定義。

IT・ソフトウェア

人工知能（AI）・
ディープラーニング 数理・データサイエンス

共通リテラシー領域

IPA/ITパスポート試験

データサイエンティスト検定G検定

デジタルリテラシー協議会が定義する
共通リテラシー領域と推奨試験・検定

https://www.dilite.jp/


 AI人材育成を進めるためには講師不足を、一方、企業の現場でAIを活用するためにはス
キル・ノウハウの不足を、解決することが必要。

 このため、企業の実例に基づいた課題解決型学習による実践的な学びの場を通じ、拡大
生産性のある手法でのAI人材育成と企業のAI活用促進を同時に目指す、「AI Quest」
の実証を行い、成果を国内外へ展開する。

AI Quest（課題解決型AI人材育成事業）～拡大生産性のあるAI・データ人材育成～

PBL（Project Based Learning※）を用いた
拡大生産性のある実践的な人材育成プログラム

AI Quest

※実際のデータを基にしたプロジェクトを解くことによる実践的な学習形式のこと

事業イメージ

受講・連携

単位
互換
(任意)

修了後、企業への就職、
AIスタートアップの起業等を想定

課題・データ提供元企業
（地方版IoT推進Lab等を活用）

課題・データ
提供

課題の解決策
の提供

民間教育機関(オンライン・通信を含む)・企業等

海外民間教育機関、海外大学

国内大学・高専・専門学校

受講生
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これまでのAI Questの実績
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 2019年度は学びあいの手法や教材について検証。 企業の実課題・データからなるケーススタディを教材に、
200名(学生100・社会人100)による、オンライン主体での議論、1－2週に一度対面でのレビュー会を実施。

 2020年度は1460名が応募、732名が参加。完全オンラインで実施。参加者の一部は東京、静岡、大阪、
岡山の企業6社と協働し、AIを用いた課題解決プロジェクトに取り組んだ。

PBL（Project Based Learning）

AI Quest

受講・
連携

習得・
実績 修了後、企業への就職、

AIスタートアップの起業等を想定

課
題
・
デ
ー
タ
提
供
元
企
業

課題・データ
提供

課題の解決策
の提供

国
内
大
学
・
高
専
・
専
門
学
校

民
間
教
育
機
関
・
企
業
等

海
外
民
間
教
育
機
関
、
海
外
大
学

受講生の所属例

ケーススタディを中心とした
「実践的な学びの場」を提供

ビジネスから実装まで、学び合いながら実際のプロジェクトを疑似経験

教材
受講生による教え合い

講師による授業

＜

ケーススタディ
の流れ

学び方

事例①

小売業での
需要予測

スーパーマーケット運
営事業者が、過去の
売上データや気温等
のデータも用い、特定
の食料品の売上金額
を予測

従来、各店舗ごと
に人力で実施して
いた需要予測作業
を本部のAIに集約
することによる工数
削減を実現。

事例②

製造業での
需要予測

部品製造事業者が、
取引先から受ける内
示(数カ月後の発注
数の概算通知)につい
て、過去データから内
示のズレを予測し、将
来の受注量を精緻に
予測

対象とした製品の多
くで、需要予測の精
度が向上。

AIによる予測と実際
の発注数の誤差が、
内示と実際の発注
数の誤差の半分以
下となったケースも存
在

取組内容の概要 成果

※育成した人材31名と中小企業6社が約2ヶ月間、
オンラインでプロジェクトを実施
※中小企業とAI人材による課題解決事例
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/
AIutilization.html

〇実践的な人材育成プログラム 〇AI人材と企業の協働事例

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/AIutilization.html
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デジタル人材育成プラットフォーム 概要イメージ
 デジタル人材の不足に対応し、地域の企業・産業のDXを加速させるために必要なデジタル人材を育成・確保

するためのプラットフォームを構築する。

政府

経済団体

支援・制度構築等

協力・支援

団体 中小企業団体IT業界団体

デジタル庁
文部科学省厚生労働省 経済産業省総務省 その他省庁

現場研修プログラムの提供
（育成内容登録）

※「大学・教育機関」除く
オンライン環境提供

現場研修プログラム紹介

企業内人材

復職・転職希望者

フリーランス

学生・ギフテッド

高齢者

デジタル人材育成プラットフォーム事務局

スキルを可視化するための標準の整備
 デジタル人材が目指す人材像として、ITスキル標準を策定した上で、レベルに

応じた受講すべき標準カリキュラムを提示。

オンライン教育サイト・コンテンツ整備（１層）
 デジタル人材に共通して求められるベーススキルを自ら学べるよう、ポータルサイ

トを整備・運営。民間事業者へコンテンツの無償提供／不足するコンテンツの
作成を依頼。

実践的なオンライン疑似経験学習の運営（２層）
 企業の課題・データに基づく実践的な課題解決型学習プログラムを実施（教

材作成、受講者募集等）。
 デジタル人材のコミュニティ形成を支援する（オンラインツールの活用等）。

民間企業
（DADC、ICSCoE含む）

大学・教育機関

地域拠点
（地方版IoTラボ等）

課題解決型現場研修プログラムの実施（３層）
 企業・地域の課題解決プロジェクトに参画することで実践的なデジタルスキルを

習得するプログラムを地域のデジタル推進拠点等（※）で実施。
（※）地方版IoT推進ラボ等を想定

 拠点内の中立的な組織・コーディネータを介したプロジェクトと人材のマッチング
を行う。

人材データベース
・学習履歴管理
・プロジェクト歴評価（デジタルバッジ）

人材

企業・大学等

引きこもり人材

行政職員

行政機関

受講者募集
カリキュラム提示

受講登録（※）
※既存スキルチェック／
目標人材レベル登録

オンライン受講
現場研修プログラム
マッチング希望登録

教材作成用データ提供
コンテンツ提供・作成

現場研修プログラムの提供依頼
現場研修プログラムへの人材派遣

教材の公開・提供

地域包括DX
推進拠点

全国２０～３０箇所に
産学官金の推進拠点を設置
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